不動産売買契約書（ひな形）

  仙台市（以下「甲」という。）と　落　札　者　名　（以下「乙」という。）とは不動産の売買に関し，次の条項により売買契約を締結する。

（売買物件）
第１条　甲が乙に売払う物件は後記記載の不動産とする。
（売買代金）
第２条　売買代金は，金　売　買　金　額　円(うち消費税及び地方消費税の額　金　○○○○○　　円)とする。
（契約保証金）
第３条　この契約の締結に際し，乙が契約保証金として甲に支払った金　契　約　保　証　金　　円は，次条に定める額の代金を乙が甲に支払ったときに，売買代金に充当する。
２　前項の契約保証金は，第14条第４項又は第17条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。
３  契約保証金には利息を付さない。
４  乙が次条に定める額の代金を甲に支払わなかったときは，契約保証金は返還しない。
（代金の支払い）
第４条　乙は，甲の発行する納入通知書により，売買代金のうち契約保証金を除いた
金（売買金額―契約保証金）円を，（契約日から２か月以内で仙台市が指定する日）までに甲に支払うものとする。
（遅延損害金）
第５条　乙は，前条の代金を納付期限までに支払わないときは，納付期限の翌日から遅延日数に応じ，当該金額（その額に千円未満の端数があるとき又はその全額が二千円未満であるときは，その端数金額又はその全額を切り捨てた金額）に民法（明治29年４月27日法律第89号）第404条に規定する利率の割合で計算した金額を遅延損害金（その額に百円未満の端数があるとき又はその全額が千円未満であるときは，その端数金額又はその全額を切り捨てた金額）として，甲に支払わなければならない。
（所有権の移転及び登記）
第６条　売買物件の所有権は，乙が売買代金（前条の遅延損害金がある場合は，これを含む。）を完納した時，乙に移転するものとする。
２  前項の規定により売買物件の所有権が移転した後，甲は，遅滞なく所有権の移転登記を嘱託するものとする。
（売買物件の引渡し）
第７条　甲は，前条第１項の規定により所有権が乙に移転したときに引き渡しがあったものとする。
２　乙は，前条の引き渡しを受けた後，売買物件の受領書を甲に提出しなければならない。
（公租公課等の負担）
第８条　売買物件に対する公租公課は，所有権移転の日の前日までの原因にもとづく分は甲，その後の分は乙の負担とする。
２　売買物件の所有権移転の嘱託に必要な費用は甲が負担するものとし，その他一切の費用は乙が負担するものとする。
３　この契約の締結に必要な印紙税及び売買物件の所有権移転登記に必要な登録免許税は，乙の負担とする。
（危険負担）
第９条　この契約締結の時から第７条第１項に定める引渡しの時までの間に，売買物件が乙の責めに帰すことのできない理由により滅失又はき損したときは，乙は甲に対して売買代金の減免を請求できるものとする。
（契約不適合）
第10条　乙は，この契約締結の後に，売買物件に種類，品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであることを発見しても，甲に対し，売買代金の減免，損害賠償の請求又は契約の解除若しくは追完請求をすることができない。ただし，乙が消費者契約法（平成12年法律第61号）第２条第１項に規定する消費者の場合は，第７条に定める引渡しの日から２年間はこの限りではない。
（使用の制限）
第11条　乙は，この契約の締結の日から　（契約日から５年間）　（以下「指定期日」という。）までの間，売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に定める風俗営業等及び同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用，又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に供してはならない｡
２  乙は，指定期日までの間，第三者をして売買物件を前項に掲げる用に供させてはならない。第三者に所有権を移転する場合であっても同様とする｡
（実地調査等）
第12条　甲は，乙の前条に定める義務の履行状況を確認するため，随時に実地調査し，又は乙に報告を求めることができる。
２  乙は，正当な理由なく前項に定める実地調査を拒み，妨げ若しくは忌避し又は前項に定める報告を怠ってはならない。
（違約金）
第13条　乙は，第11条に定める義務に違反したときは，違約金として，金　売買金額の３割　円を甲に支払わなければならない。
２  前項の違約金は，次条第４項又は第17条に定める損害賠償の予定又はその一部と解釈しない。
（契約の解除）
第14条　甲は，乙がこの契約に定める義務を履行しないときは，この契約を解除することができる。
２　甲は，乙が第11条に定める義務に違反したとき，又は乙が仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日市長決裁）別表に掲げている措置要件に該当する者であると認められるときは，前項の規定に関わらず，何らの催告も要せず，本契約を解除することができる。
３　甲は，前項の規定により本契約を解除した場合には，これにより乙に生じた損害について，何ら賠償ないし補償することは要しない。
４　乙は，甲が第２項の規定により本契約を解除した場合において，甲に損害が生じたときは，その損害を賠償するものとする。
（返還金等）
第15条　甲は，前条の規定によりこの契約を解除したときは，乙が支払った売買代金を返還する。
２  前項の返還金には，利子を付さないものとする。
３　乙は，この契約が解除された場合において，この契約の締結のために乙が負担した費用の返還を甲に請求しないものとする。
４　乙は，この契約が解除された場合において，不動産に支出した必要経費，有益費その他の費用があっても，これを請求しないものとする。
（乙の原状回復義務）
第16条　乙は，甲が第14条の規定によりこの契約を解除したときは，甲の指定する日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし，甲が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは，現状のまま返還することができる。
２　乙は，前項ただし書きの場合において，売買物件が滅失又はき損しているときは，その損害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また，乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には，その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。
３  乙は，第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは，甲の指定する日までに，売買物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。
（損害賠償）
第17条　乙が，本契約に定める義務を履行しないために，甲に対し損害を与えたときは，その損害に相当する金額を支払うものとする。
（返還金の相殺）
第18条　甲は，第15条第１項の規定により売買代金を返還する場合において，乙が本契約に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは，返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。
（疑義の決定）
第19条　本契約に関し疑義あるときは，甲，乙協議のうえ定めるものとする。
（裁判管轄）
第20条　この契約に関する訴えの管轄は，甲の所在地を管轄区域とする仙台地方裁判所とする。

この契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲，乙記名押印のうえ，各自その１通を保有する。

令和　年　月　日

甲    仙台市青葉区国分町三丁目７番１号
仙台市
代表者　市長　　郡　和子
（担当：財政局財政部財政企画課）

乙　　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　



記

売買物件の表示
	物件番号
	1
	

	【土地】所在
	東京都世田谷区三宿一丁目

	【土地】地目・
面積(m2)
	地番
	登記地目　
	登記面積
	権利
	持分

	
	48番1
	宅地
	204.35
	所有権（敷地権）
	8分の1

	【建物】所在
	東京都世田谷区三宿一丁目48番地1

	【建物】地目・
面積(m2)
	家屋番号
	種類
	構造
	床面積

	
	三宿一丁目48番1の2
	居宅
	鉄筋コンクリート造1階建
	4階部分　49.02㎡

	法令等に 
基づく制限
	都市計画区域
	市街化区域

	
	用途地域
	第一種住居地域

	
	建ぺい率
	60％

	
	容積率
	200％

	
	高度地区
	第二種高度地区（最高限度：19m）

	
	防火指定
	準防火地域

	
	その他
（主たるもの）
	三宿一丁目地区地区計画、三宿一丁目地区地区街づくり計画、宅地造成等工事規制区域、新たな防火規制区域、景観計画区域（一般地域：住宅共存系ゾーン）

	道路等
の状況
	北側幅員約11m都道鮫州大山線に概ね等高に接面

	供給処理
施設の状況
	電　気
	整備済み

	
	水　道
	整備済み

	
	下水道
	整備済み

	
	ガ　ス
	整備済み

	交 通 機 関
	東急田園都市線「池尻大橋」駅西方約700m

	そ の 他
	・仙台市役所東京事務所副所長の公舎として令和6年まで使用していたものです。
・洋室、和室（6畳）にそれぞれエアコンが存置されています。
・現況での引渡しとなります。
・土壌汚染やアスベストなどに関する専門的な調査は行っておりません。
・契約締結後に，売買物件に種類，品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであることを発見しても，売買代金の減免もしくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができません。ただし，消費者契約法（平成12年法律第61号）第2条第1項に規定する消費者の場合は，引渡しの日から2年間はこの限りではありません。
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